自立支援法と市町村（障害福祉）財政について

平成１８年９月　　

ＮＰＯ法人宝島　又村　あおい　　
１　本資料の背景
　障害者自立支援法が平成１８年１０月から完全実施されることに伴い、障害のある方を取り巻く福祉制度は、大きな転換期を迎える。
　それは、クローズアップされがちな「サービス類型の（就労できるのか、できないのかの２元論による）再編」や「障害程度区分の導入（これまでの法律による「縦割り」から、程度区分による「横割り」への転換）」、あるいは「障害児福祉への１割負担導入」や「援護の実施責任を市町村へ一本化（市町村地域生活支援事業の開始）」などの問題のみならず、比較的目立たないが「市町村財政への影響」という側面も持っている。（つまり、かようにドラスティックな制度改変を、かように短期間で無理押しした、ということである）
　しかし、一見目立たない「市町村財政への影響」部分は、実は地域生活支援事業の実施や利用者負担軽減策など、市町村独自施策を左右する大きなファクターとなる。
　そこで、本資料では、特に「障害者自立支援法と市町村財政」、とりわけ「市町村は（障害福祉分野に関しては）財政的に余裕があるのか、ないのか」にスポットを当てた。
２　自立支援法の（財政的）特徴
　①　「補助金」と「負担金」の使い分けが顕著
　　→　これまでの障害福祉サービスにおいては、「施設は負担金、在宅は補助金」というのが常識だったが、自立支援法では「介護給付・訓練等給付は負担金、地域生活支援事業は補助金」という色分けに変更されている。
介護給付・訓練等給付については、事業費の４分の３がキッチリ国と都道府県から補助される仕組みになった一方、地域生活支援事業については「統合補助金」になり、市町村の持ち出しが増える仕組みとなった。（次ページの表と添付資料（全国課長会議資料）を参照のこと）
※　統合補助金とは・・？

　個々の事業に対する補助額を設定せず、事業全体（今回の場合は「地域生活支援事業」全体）で補助金を交付する仕組み。国・都道府県にとっては、獲得できた予算をルールに則って配分すれば良い（＝補正予算が発生しない）というメリットがある。

　一方、市町村にとっては「（基本的には）事業をどれだけやっても補助額は一緒」という性格の補助金であるため、事業充実を図りにくい、というデメリットがある。
自立支援法における、国・都道府県・市町村の負担割合（イメージ図）
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· なお、その後「調整交付金」の表記が消え、負担率は国２分の１、都道府県と市町村が４分の１ずつとなった。


３　自立支援法と市町村（障害福祉）財政

　障害福祉に関する市町村財政支出は、地域特性が大きく一般論化しにくい部分があるが、ここでは比較的全国的に共通の項目について、負担が増える要因、減る要因に分けて整理する。なお、概算金額は、人口規模２０～２５万人程度の、いわゆる「中規模自治体」における極めて粗い積算である。（金額はいずれも満年度ベース）
◎　負担増要因

　　①　市町村審査会関係費用（約１，０００万円）
　　　※　医師意見書作成料・審査委員報酬など。国費２分の１補助あり。
　　②　重度障害医療費助成制度関係費用（約１，０００万円）
　　　※　知的・児童施設入所者の医療費助成制度に伴う、自治体単独の重度障害医療費助成制度対象者の増加分。地域差があるが、概ね都道府県２分の１補助あり。
　　③　高額障害サービス費・社福軽減補助関係費用（約５００万円）
　　　※　高額障害サービス費はさほど多くないと思われるが、社福軽減の補助は年度末精算で、相応の金額が予想される。国２分の１、都道府県４分の１補助あり。
　④　地域生活支援事業関係費用（市町村ごとにマチマチ・後述）
　　　※　地域生活支援事業に移行する各事業の補助方式が「統合補助金方式」に変更されたことによる、市町村負担増。統合補助金なので、国２分の１「以内」、都道府県４分の１「以内」補助あり。
　◎　負担減要因
　　①　国・都道府県（特に都道府県）の負担強化よる収入増（約２億円）
　　　※　前頁の「イメージ図」を参照のこと。とりわけ施設関係費用に都道府県の負担金が加わったことが大きい。（次ページの「ハンドブック」抜粋も参照のこと）
　　②　１割負担・日払い化・新単価の導入による支出減（約５，０００万円）
　　　※　特に日払い化・新単価の導入により、大幅な支出減が見込まれる。
　　③　知的・児童施設入所者の医療費助成制度の廃止に伴う支出減（約１，０００万円）
　　　※　ただし、前項の②と相殺するイメージ
　以上のとおり、自治体の規模にもよるが、市町村における障害福祉財政については、「支出増要因　＜　支出減要因」となっている。（とりわけ大都市部（政令市・中核市）においては、施設のみならず在宅福祉分野でも都道府県の負担強化が見られるため、支出減要因がより大きくなる）
従って、地域生活支援事業の事業実施に当たっては、国・都道府県の統合補助金だけでなく、上記により発生する負担軽減部分を活用して予算確保することが重要となる。
国がそこまで分かって制度設計したのかどうかは不明だが、地域生活支援事業は、始めから補助率が国２分の１、都道府県４分の１にならないことを前提に予算組みをする必要があり、事業内容を考えると統合補助金だけで運営することは不可能である。（言い方を換えれば、統合補助金の中で事業を組み立てている自治体は、事業内容が非常に手薄いものになっている可能性が高い、ということ）
そこで、次のとおり、事業予算の確保を図る必要がある。
　◎　地域生活支援事業の事業予算確保の方策

筆者の所属する「ＮＰＯ法人宝島」から刊行されている「自立支援法攻略ハンドブック」（最終ページの刊行一覧参照）でも触れたように、市町村には地域生活支援事業を行うための「原資」がある。（以下、ハンドブックより引用）

　　　「これまでの支援費制度において、市町村は「施設サービス」の半分を費用負担していました。（残り半分は国。つまり都道府県は施設サービスのお金を出していなかった）例えば支援費の施設サービスで「１億円」の事業費を支出していた市町村なら、半分の「５千万円」が「これまでの」負担だったわけです。（在宅サービスは、国が半分、都道府県と市町村が４分の１ずつ負担）ところが、自立支援法は「サービス内容に関わらず、国が半分、都道府県と市町村が４分の１ずつ負担」という負担割合に変更したのです。

つまり、施設サービスで「１億円」の事業費を支出していた市町村なら、４分１の「２千５百万円」が「これからの」負担、言い換えれば支援費制度の時よりも「２千５百万円」負担が減るわけです。

　　　この「２千５百万円」をきちんと地域生活支援事業に回してもらえれば、相当充実した事業が展開できるはずです。」

　　問題は、こういった「カラクリ」があること自体を知らない（もしくは知らないフリをしている）自治体がある、ということである。平成１８年１０月施行分については実質的に制度設計のための時間が取れなかったことを考えると、平成１９年度以降の地域生活支援事業の事業内容について、こういった財源問題も含めたアプローチで制度設計に参画することが非常に大切となる。
　　また、ここでは地域生活支援事業に絞って内容を整理したが、当然「利用者負担の助成制度」や「市町村単独の事業費加算」などに予算を振り向けることも可能である。
４　「委託料」や「補助金」と「扶助費」（自治体予算の仕組み）

　ここまで概括したように、市町村における障害福祉財政については一定の支出減が見込まれることが確実であるが、一方各自治体とも全体として財政状況は確実に厳しくなってきており、その中で事業予算を確保することは容易ではない。そこで、実務的な予算の設定にも工夫が必要となってくる。
厚生労働省が推奨する地域生活支援事業の実施方法は「事業委託」もしくは「事業費補助」であるが、これらに充てられる予算科目は「委託料」や「補助金」であり、自治体から事業所へ交付される性質の費目である。（これに対し、自立支援法本体（介護給付や訓練等給付）は、全て「個人への給付」なので、予算科目は「扶助費」となる）

「委託料」や「補助金」は、自治体における予算科目が「扶助費」とは異なるため、自立支援法本体の予算とは別立てで予算要求することとなる。実際には現行事業からの継続であったとしても、予算科目上は「新規事業」の扱いとなるため、財政当局との交渉は相当タフなものになることが予想される。また、財政当局からの「予算一律カット」の影響を受けやすい予算科目である、とも言える。（その意味では、筆者は厚労省が地域生活支援事業の実施について、この予算科目を推奨していることが信じられない）
一方「扶助費」は、自治体からサービス利用者へ交付される性質の費目であり、自立支援法本体の予算へ溶け込ませることが可能である。従って、３ページで触れた「国・都道府県（特に都道府県）の負担強化よる収入増」や、「１割負担・日払い化・新単価の導入による支出減」によって生まれた支出減部分について、補正予算を組むことなく活用することができる。（支出減部分も扶助費、地域生活支援事業部分も扶助費であるため、財政当局に了解をもらう必要はあるものの、補正予算案の提出は、原則として必要ない）
また、利用者へ交付される費目であるため、財政当局からの「予算一律カット」の影響を受けにくい予算科目と言える。（逆に言えば、扶助費まで「予算一律カット」するのであれば、その自治体は相当危機的な財政状況と考えられる）

　以上の理由により、地域生活支援事業は、「扶助費対応　＝　利用料助成方式　＝　事業単価払い方式」により実施されることがもっとも合理的と思われる。事業単価払いは、事業所側から見ると年度一括払いの委託料や補助金と比べて事業運営が不安定になりやすいデメリットがあるが、制度全体の運用を考えると、一定の妥当性があると思われる。
５　終わりに

　本資料で検討した内容は、自立支援法の本文や政省令などを全て読み込めば、自ずと浮かび上がってくることであり、内容を理解している方には不要のものかも知れない。しかし、自立支援法が全体としてあまりにも多くのことを一度に実行しようとしているため、様々な課題を一つ一つ検証する時間が（利用者にも、事業所にも、行政にも）足りないように感じられる。
本資料の内容は非常に粗い試算に基づく考察であり、あくまで傾向を示しているに過ぎない。また、「扶助費を使い回せば補正予算不要」という内容は、裏を返せば「議会での審査なしに予算執行する」ことを意味しており（もちろん、決算において十分なチェックは入るが）議会制民主主義の本旨を考えれば決して推奨されるべきものではなく、あくまでも緊急避難的な技術論の１つとして捉えていただきたい。（ただし、議会において障害児者福祉の方向性を議論していただくには、議員の方々に十分な予備知識とバランス感覚が求められることが大前提と言えよう。そのために利用者・事業所・行政がどのようにアプローチするのかも、大きな課題である）
　しかし、それらを踏まえてなお、本資料が自立支援法下における市町村（障害福祉）財政に関して検討する際の一助となれば幸いである。
以　上　　
※　自立支援法への対策をまとめた「ハンドブック」が、ＮＰＯ法人宝島から刊行されています。（今日は時間の都合でお話できなかった内容も盛り込まれています）
　　お問い合わせやお申し込みは、下記担当者までお願いいたします。送料込みで１冊　　１，０００円（送料込み）です。（その他、下記のとおり講演録や講演ビデオ（ＤＶＤ）も頒布しております。）
	冊　子　名
	発　行　年　月　日
	講演会開催日

	「自立支援法攻略講座　１」
	２００５年５月２６日
	

	「自立支援法攻略講座　２」
	２００５年６月２１日
	H1７・５・２７（金）

	「自立支援法攻略講座　３」
	２００５年７月２０日
	H1７・６・２４（金）

	「自立支援法攻略講座　４」
	２００５年８月２５日
	H1７・7・２2（金）

	「自立支援法攻略講座　５」
	２００６年２月１６日
	H1８・２・３（金）

	「自立支援法攻略ハンドブック」
	２００６年２月１７日
	書き下ろし

	「自立支援法攻略講座　６」
	２００６年３月　１日
	H1８・２・１７（金）

	「自立支援法攻略講座　７」
	２００６年９月　８日
	H1８・７・１４（金）


　お問合せ先　・・　ＮＰＯ法人宝島　山本（やまもと）

　　　　　　　　　　電話　０９０－２２１６－３０９８
　　　　　　　　　※　携帯電話ですので、おかけ間違いのないようご注意ください。



平成１６年１０月１２日・厚生労働省社会保障審議会障害者部会資料より抜粋











～　なぜ「施設は負担金、在宅は補助金」だったの？　～





　負担金とは、仮に支出予算がなくなったら補正予算を組んででも支出することが求められる性質のお金なので、逆にキチンと「これぐらい」と見積ることができないと財政当局は予算を付けない。


　補助金とは、用意された予算の範囲内で助成すれば良い性質のお金なので、基本的にはキチンと「これぐらい」と見積る必要性は薄い。


　施設は、入所にせよ通所にせよ「定員」が決まっているので、国として「最大これだけ予算を組めば大丈夫」という線が出せるが、在宅サービスはそうは行かない。（定員という概念がないため）そのためこれまでは「施設は負担金、在宅は補助金」だった。


　自立支援法では、「障害程度区分による国庫負担基準」が設定されたため、遂に厚労省は在宅でも「最大これだけ予算を組めば大丈夫」という線が出せるようになり、財務省を説得できた・・のではないかと言われている。（もちろん、１割負担の導入は必須条件だったと思われるが）
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